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三
岡村達雄著
『処分論』
～「日の丸」「君が代」と公教育～
本書はここ 10年ほどの間に著者が各所で発
言された状況へのメッセージを収録し、これに
いくつかの新稿を加えて、集成された。
周知のように、著者はいつの場合も、状況を、
たんに表面的に説明するだけではなく、原理的
に考察し、運動論のなかでそれを系統的に評価
しようとされる。著者の、 『現代公教育論』
(1 9 8 2年、 86年同増補改訂版、社会評論
社）では、 10年代から 80年代にかけての公
教育の再編構造、その変革への視座がえがかれ
て、おおきな反響をよんだ。本書もまた、 80 
年代から 90年代にかけての教育の状況分析と、
運動論のなかで現代教育の組織原理を総点検す
るという、おおきな構えで論述された。
構成は3部からなっている。第 1部は、 「年
誌、公教育の中の『日の丸・君が代』」。 80 
年代後半から特に顕著になる象徴天皇制下の国
民統合（天皇制支配）強化の状況分析とそれへ
の対抗運動（原理）が年誌的に述べられる。こ
の部分が本書の天皇制公教育を問う中心的部分
である。つづいて第2部は「公教育と三権分
立」。指導要録、主任制、教材、指導・助言、
教員研修などについての状況分析と運動の理論
が展開される。第 1部、第2部ともに、処分と
裁判にかかわる運動のなかから「批判公教育論」
の構築が目指されているのであるが、ことに第
2部は、教育政策論、教育行政論、教育裁判論
といったオーソドックスな既存の公教育論の学
（インパクト出版会、 19 9 5年11月）
問的領域構造を打破し、それらを運動論を核に
して統合しようとする野心的な問題意識で構成
されている。 （既存の学問の三権分立的な分析
がすでに、権力のチェックアンドバランスによ
る支配の構造を反映すると了解されている。）
第3部は、 「教育の思想・国家の思想を読む」
であるが、ここでは「処分ー裁判」論からやや，
距離をおいて、現在の教科書、子ども、生涯学
習についての国家戦略が解読される。
本書の分析手法を、第2部第4章「『君が代』
訴訟の中から」に見れば、次のようである。
京都君が代訴訟は、学校儀式での君が代強制
に関して、教員を含む京都市民26 0名が原告
になって、京都市の小学校長など 18 5名・市
教委（参加人）を被告として提訴されたもので
ある (87年1月）。その論点のなかで、 85 
年8月の、当時の文部省初等中等教育局長高石
邦男名による「日の丸・君が代徹底通知」の評
価の問題があるが、その違法性、さらにその背
後にひそむ「専門性」 （による指導・助言）の
原則的な問題性の指摘、およびその克服の必要
が明快に述べられる。
まず違法性。文部省、都道府県教育委員会、
市町村教育委員会、学校のあいだに様々に規定
された構造的な管理・被管理、統制・服従の関
係（勧告、措置要求、調整、調査権など）が一
方で厳重に張り巡らされ、他方でそのなかで専
門的指導・助言が行なわれる。このような関係
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の中では「指導・助言」は機能しないこと、実
質的にそれは監督・命令と同義であることが明
示される。 （実際に裁判の過程で、高石前局長
自身、 「通知」には拘束性はないと証言し、京
都市教育委員会事務局は「拘束力はあると思っ
ております。」 (3 0 9頁）と証言した。）
しかし、問題の根はさらに深い。かりにこの
ような関係性の網が張り巡らされなくても、専
門性による指導・助言行政そのものが、産業に
おける指導・助言をモデルに成熟してきた能率
追求のための同意・合意形成の現代的メカニズ
ムである。公教育は国家の支配機構であり、
「公教育が国家の支配機構としてどのような政
治支配構造として存在してきたか」 (1 7 8頁）
を問うこと抜きには問題は根源的には見えてこ
ないとされる。こうして、著者は国家の教育支
配に真っ向から向き合い、国家に対して「諸個
人がその生活や仕事、地域社会の場で、国家に
対抗して自立をめざすつながりを形成し、ある
いは国境を横断する市民的共同性に根ざした新
しい社会運動」 (4 1頁）を対峙させることが
必要だと説かれるのである。
著者の議論は国家を関係概念でとらえ (19 
2頁）、それを社会（ダイナミックな位相にお
いて社会運動とも表現される。）の概念で包摂
することを目指しているが、このなかで、公教
育の支配機構としての機能を揚棄させようとす
る。このようなおおきな構えの現代教育論（公
教育批判論）は、展開しにくい現状ではある。
ことに社会運動の世界的な後退局面にあって、
運動論を中軸に据えて公教育批判論を展開する
ことはひじょうに困難な作業である。しかし、
公教育をめぐる議論は、 90年代に入って、著
者も論じられるように、強制と同意、支配と合
意の相互的構造の全社会化という状況のうえに
展開せざるをえない、といった様相を呈してき
ている。このようななかで、著者の運動論を軸
にした公教育批判論は、国家が統括する「有機
体的社会化」の現実を撃つ重要な論点を提出し
ている、と判断される。
今後に向けて重要な問題提起がなされたと、
高く評価される一書である。
（尾崎ムゲン）
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